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成 30 年 4 月 1 日現在、こどもは前年に比べ 17 万
人少ない 1,553 万人で昭和 57 年から 37 年連続の
減少を続けている 1）。また、「文部科学統計要覧」
2）（平成 30 年度版）によると、小学校数は、平成
2 年には 24,827 校、平成 12 年には 24,106 校、平
成 22 年には 22,000 校、平成 29 年には 20,095 校
となっている。また、中学校数は平成 2 年には
11,275 校、平成 12 年には 11,209 校、平成 22 年





































*鳥取県  八頭町立  船岡小学校  
**鳥取大学  地域学部  地域学科  人間形成コース  
 


















後、平成 27 年 6 月に学校教育法が改正され、9 年
間の義務教育を一貫して行う新たな学校の種類で
ある「義務教育学校」の設置が可能となり、平成






表１ 小中一貫教育に関する制度の類型  
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ついて」（平成 29 年 3 月 1 日現在） 5）によると、
小中一貫教育を実施している市区町村は、 1,749
件中、249 件（14％）である。小中一貫教育を行っ
ていない 1,500 市区町村で、「平成 29 年度から実



























については、1 年生（前期課程：小学 1 年生）から
9 年生（後期課程：中学 3 年生）では体力や心身
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58年の 56,125人から平成 29年には 28,148人へ、




も変化がみられ、小学校数は平成 9 年の 191 校か
ら平成 29 年には 128 校へ、中学校数は昭和 44 年
の 69 校から増減を繰り返し平成 29 年には 63 校
へ減少しており、この 20 年間で急激に減少してい
る 7）。さらに、鳥取県の小学校における統廃合に
ついては、平成 9 年から平成 27 年にかけて、全国
の学校数や児童数の減少率よりも鳥取県の減少率
の方が高い傾向であることが指摘されている 8）。
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た。尚、対象となった 4 校の基本的な情報を表 2
に示した。 
＜Ａ校：小中一貫校＞ 
 Ａ校は、小学校 1 校と、中学校 1 校が統合して、






















































表２ 鳥取県内の小中一貫教育校４校の基本情報  
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 Ｃ校は、小学校１校と、中学校 1 校が統合して、
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 Ｃ校は、小学校１校と、中学校 1 校が統合して、
































一貫校推進委員会が設置された（平成 28 年 6 月設
置）。（委員会設置の）当初は「小中一貫校」を




































































に根付く教育観として「0 歳から 15 歳」という長
いスパンで教育を捉え、一貫教育に取り組んでい
た。 
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学校前期課程（小学校）への乗り入れ指導につい

































































「5・6 年生は小学校教員が TT の T1 になっていれ
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「5・6 年生は小学校教員が TT の T1 になっていれ











































































あるＢ及びＤ校の 3 校は、6 年生が後期課程（中
学校）部活動に参加していた。また、Ａ校は、6
年生の 3 月 1 日から仮入部という形で、7 年生
（中学 1 年生）からの正式入部であったが、Ｂ及
びＤ校では体験入部を済ませた後の小学校 6 年生
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版））（平成 31 年 3 月 1 日現在）  
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/002/002b/1
403130.htm 
３）学校教育法施行規則第 41 条 中学校については、
第 79 条において準用 1947 年施行 
４）文部科学省：公立小学校・中学校の適正規模・適
正配置等に関する手引き～少子化に対応した活力あ
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申）（第 213 号）（平成 31 年 1 月 25 日） 
13）文部科学省：小中一貫した教育課程の編成、実施
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